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「板橋区大規模建築物等指導要綱」に基づく確認事項
　確認者

建築事業主側担当者氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　
環境政策課生活環境保全係職員氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　
確認日
　　　　年　　月　　日
１　既存建物等の公害対策について
□　既存建物を改修、解体するときは、アスベストの使用状況について事前調査を行い、大気汚染防止法に基づく掲示を行うこと。また関係法令に基づき、届出、処理等を行うこと。
□　既存建物を改修、解体するときは、ＰＣＢの使用、保管の有無について調査を行い、「有」の場合には、関係法令に基づき届出、保管等を行うこと（届出先：東京都環境局資源循環推進部産業廃棄物対策課）。
□　現在更地

２　土壌汚染対策について

□　板橋区土壌汚染調査・処理要綱（以下「区要綱」という。）、都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（東京都環境確保条例。以下「都条例」という。）、及び土壌汚染対策法に基づき、着工前に事業対象地の土壌汚染調査・処理を完了すること。
□　区要綱に規定する土地利用の履歴等調査報告書は、大規模建築物等指導要綱打合会（予定日を含む。）までに提出するよう努めること。
３　工事に伴う公害防止について

□　騒音、振動等の発生する作業は、午前8時から午後6時までの間に行い、日曜日、休日は行わないよう努めること。
□　騒音規制法、振動規制法に規定する特定建設作業を行うときは、7日前までに実施届出書を提出すること。
□　工事用車両等の駐車場所に配慮すること。
４　近隣住民等への配慮について
□　近隣住民等に対し、着工前に工事の内容、工程等について説明等を行うこと。
□　近隣住民等から、工事に伴う騒音、振動、粉じん等に対する苦情、要望があったときは、誠意を持って対応すること。
裏面に続く
５　入居者等への防衛措置について

□　周辺の道路、事業所からの騒音等を考慮して、入居者等の保護措置を講じること。
□　入居予定者等に対し、周辺環境について、重要事項説明書、パンフレット等で周知すること。

６　近隣への公害防止措置について

□　空調設備、機械式駐車装置、給排気設備等の設備については、必要に応じて公害防止対策を行うこと（店舗等に付属する設備を含む）。
□　東京都においては、都条例によって日常生活等に適用する規制基準が規定されているので、注意すること。
７　工場、指定作業場等の設置について

□　都条例に規定する工場を設置するときは、着工の60日前までに認可申請を行うこと。

□　都条例に規定する指定作業場を設置するときは、着工の30日前までに設置届を提出すること。
□　駐車台数20台以上の駐車場を設置するときは、アイドリングストップを啓発する掲示板等を利用者の見やすい箇所に設置すること。
□　騒音規制法、振動規制法に規定する特定施設を設置するときは、着工の30日前までに設置届を提出すること。

８　近隣工場等との協議について

□　板橋区大規模建築物等指導要綱対象建築物に基づく近隣工場等との協議に関する実施基準に基づき、近隣工場等との協議を行い、その報告書を提出すること。
（※別紙参照）
□　近隣工場等と協定書を締結した場合には、その写しを提出すること。

９　テレビ電波受信障害について

□　建物建設に伴うテレビ電波受信障害の予測調査を実施するときは、その写しを提出すること。
□　受信障害が発生した場合には速やかに対策を行うとともに、対策範囲図を提出すること。

別紙
· 対象範囲を示す図面（2H図）、対象となる工場等（指定作業場については公害影響が懸念される事業場）の一覧表を添付してください。なお、前年度末現在の板橋区内工場、指定作業場の一覧表は、板橋区公式ホームページ（https://www.city.itabashi.tokyo.jp/）＞防災・環境・まちづくり＞生活環境・公害＞公害＞工場・指定作業場閲覧用台帳に掲載していますので、対象となる工場等の一覧表の作成の際にご活用ください。本年度中に工場等が追加された場合は、別途「新規認可工場等の一覧表」を事前相談時に配布いたします。

